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環境省政策メッセージの異質性分析* 
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要約	

東京電力福島第一原発事故後，放射線の健康影響に関する懸念が広がっている．環境省の

調査では，約 40%の人が次世代への健康影響を懸念しており，これを受けて環境省は「ぐ

ぐるプロジェクト」を通じて風評払拭を目指している．先行研究では，多数派の認識を強調

するメッセージや日本産科婦人科学会の科学的エビデンスを示すメッセージが有効である

とされたが，個人の属性による効果の異質性は十分に考慮されていなかった．本研究では

Causal	Forest を用いてその異質性を分析した結果，メッセージの効果は個人の属性によっ

て大きく変わらないことが判明した．また，多数派の認識を強調する一律のメッセージが最

も有効であり，ターゲティングコストの観点からもこの方法が風評払拭に効果的であると

結論付けた．	
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1. 序論	

東京電力第一原発事故から 10年以上が経過した今でも,	放射線被ばくに関する福島県民

への風評被害は根強い.	その事態を重く受け止めた環境省は,	2021年 7月より「ぐぐるプ

ロジェクト」という,	放射線の健康影響に関する風評払拭を目的としたプロジェクトを実

施している.	原子放射線の影響に関する国連科学委員会 UNSCEARは,	「放射線被ばくが直

接の原因となるような将来的な健康影響は見られそうにないと引き続きみなしている」と

いう見解を出したのに対し,	2021年の環境省のWEBアンケートでは,	全国で 41.2%もの

人々が「東京電力福島第一原発事故の被災地における,	次世代以降の人への放射線による

健康影響の起こる可能性は高い」と考えていたことが判明した.	環境省が発信している具

体的なメッセージには,	UNSCEARによる科学的根拠に基づくものなどがある.	藤井・萩

原・竹内（2022）は,	行動経済学的な観点から新たなメッセージ案を作成し,	RCTによる効

果検証を実施した.	その結果,	権威バイアスと利用可能性ヒューリスティックの観点で「健

康影響の起こる可能性は高い」と回答する人の割合を約 20%ポイント近く引き下げること

がわかった.	これらの研究結果は,	「ぐぐるプロジェクト」にて発表を行い,	環境省のその

後の施策で実際に活用されている.	環境省はぐぐるプロジェクトにおける広報を「『健康影

響の起こる可能性は高い』と考えている方の割合を 40％から 20%へ減らす」から,	「『健

康影響の起こる可能性は低い』と考えている方の割合を 60%から 80%へ増やす」へ変更し

た.	しかし,	藤井らの研究は異質性の分析が十分ではなく,	個人にどのような効果を及ぼす

かまで考慮できてはいない.	本研究は,	藤井らが分析した調査データを用いて,	どういった

属性を持つ人々に効果的かといった異質性を分析することで、彼らの分析により深い洞察

を加える.	 	

本研究では,	藤井・萩原・竹内（2022）でも用いられている RCT調査結果を深掘りする.	

RCTは全国在住の満 20~69歳の男女 10,080人を対象にオンライン調査で行われ,	有効回

答数は 8,967件であった.	調査では,	10,080人を７つのグループに分け,	それぞれ異なる介

入メッセージを提示したのち,	健康影響の起こる可能性についての考えを問うことでメッ

セージの効果検証を行っている.	異質性の分析には,	機械学習を用いた因果推論の手法であ

る	 Causal	Forest	を用い,	属性情報で条件づけた予測値とその平均処置効果を推定する.	さ

らに,	各属性にとって効果が最も大きいメッセージを提示した場合の効果についても分析

する.	また,	異質性が存在するかの検定を行い,	変数重要度からどのような変数が効果を予

測するうえで重要な役割を担ったかを明らかにする.	Causal	Forest	による分析の結果,	少数

派を強調したメッセージなどでは「健康影響の起こる可能性は低い」という回答が減少す

る意図しない負の効果が見られた一方,	福島県に馴染みある人の多数派の認識を強調する

メッセージや日本産科婦人科学会の科学的エビデンスを示すメッセージではいずれの属性
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においても「健康影響の起こる可能性は低い」という回答を増加させる正の効果が見られ

た.	 	

また,	予測値をもとに算出した平均処置効果は,	当初の推定と同程度であり,	このことか

らメッセージの有効性・モデルの妥当性が支持される結果となった.	異質性の検定におい

ては，個人間で介入効果に違いが存在するとは言えなかった.	さらに，各属性の介入効果

が最大となるように提示するメッセージを変える最適なターゲティングを行った場合と福

島県に馴染みある人の多数派の認識を強調するメッセージを一律提示した場合で,	差は大

きなものでないことがわかった.	これらのことは,	効果の大きいメッセージを一律で提示す

るという現実的な方法が十分に有効であることを意味している.	 	

	

2. 先⾏研究 

本研究では, 個人による介入効果の違いを分析するため, 機械学習を用いた因果推論の手

法である Causal Forest を用いて分析を行う. Causal Forest を用いた研究例に北野・大竹

（2022）があり, 豪雨災害時の早期避難促進ナッジメッセージによる介入効果の異質性を

分析している. 各回答者の社会経済的な属性や防災の知識・経験といった変数で条件づけた

処置効果である条件付平均処置効果を推定し, メッセージごとで予測値の分布を作成する

ことで, メッセージ効果の違いを分析している. また予測値をもとに平均処置効果を算出

し, その平均処置効果が真値を正しく反映しているかの検定, 個人の属性に対する効果の

異質性が存在するかの検定を行っている. さらに仮想的に各回答者が別メッセージを受け

取った場合の予測値の算出と適切なターゲティングを行った場合の結果を推定している. 

結果から介入効果に異質性が存在するとは言えず, ターゲティングを行った場合も全体で

の介入効果は大きく増加しないことが示された. また, 同じく Causal Forest を用いた介入

効果の検証を行っている Knittel and Stolper（2021）は, 米国 Opower社のホーム・エナ

ジー・レポート（HER）による介入が家庭でのエネルギー消費量削減に与える影響を分析

し, 適切なターゲティングによって介入効果が改善する可能性を示した.  

ナッジメッセージによる効果を Causal Forest を用いて異質性の分析を行った日本の研究

事例として,Murakami et al（2022）は金銭的インセンティブ（リベート）と非金銭的イン

センティブ（社会比較ナッジ）の介入が電力消費量の削減に与える影響を検証している.  

 
3. 調査概要 

藤井・萩原・竹内（2022）では、2022 年に大竹・中山が環境省との共同研究で実施した調

査データを分析している。この調査では福島第一原発事故の被災地における次世代以降の

人への健康影響に対して, メッセージがどのような影響を与えるか調査するため, RCT を
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実施している. 2022 年 10 月 14 日から 10 月 19 日の期間にオンラインアンケートを実施し

た. 回答者は全国在住の満 20~69 歳の男女 10,080 人, これらを, メッセージを提示しない

統制群を含めて 7 つのグループに分け, 各メッセージを提示した後, 「東京電力福島第一原

発事故の被災地における, 次世代以降の人（将来生まれてくる子や孫など）への放射線によ

る健康影響についてどのように思いますか」と質問した. 回答については「健康影響の起こ

る可能性は極めて低い」「健康影響の起こる可能性は低い」「健康影響の起こる可能性は高

い」「健康影響の起こる可能性は非常に高い」の４つの選択肢を用意した. また, DQS

（Directed	Questions	Scale）とよばれる尺度を用いた結果,	有効回答数は 8,967件となった.	

本調査は,	日本を 6 地域に区分し,	それぞれの地域から性別・年齢 15 歳区分で同数ずつサ

ンプルを取得している.	そのサンプルを日本の人口分布に合わせるために,	地域,	性別,	年

齢で重み付けし,	本調査のデータを調整する.	  

藤井・萩原・竹内（2022）は, 以下の４つの仮説を立てている.  

仮説１. （権威バイアス）権威ある組織からの情報は, 認識改善を促進する.  

仮説２. （利用可能性ヒューリスティック）馴染みがある組織からの情報は, 認識改善を

促進する.  

仮説３. （社会規範と同調効果）多数派の認識を社会規範として示し, 少数派を意識させ

ることは, 認識改善を促進する.  

仮説４. （多元的無知）周囲の考えに対する思い込みを修正することは, 認識改善を促進

する.  

これらの仮説をもとに, 本研究では６つのメッセージを作成し, 介入効果について RCT を

行った.  

 
4. RCT の分析結果 

後述の Causal Forest との比較のためにデータから藤井・萩原・竹内（2022）の結果を再

現したものをきさいする．メッセージを見せない統制群では, 健康影響の起こる可能性は低

いと回答した割合が 48.7%だった. 【国連委員会】は 55.5%であり, 6.8%ポイントの効果が, 

【日本産科婦人科学会】は 65.2%であり, 16.5%ポイントの効果があり, 統計的に 1%の水準

で有意だった. 【少数派】は 50.8%と効果が 2.1%ポイントに留まる一方, 【多数派】【福島

＋多数派】それぞれ 57.9%, 67.8%と, 9.3%ポイント, 19.1%ポイントの効果があり, 有意水

準 1%で有意だった. 最後に, 【質問＋多数派】は 60.0%であり, 【多数派】と同程度の効果

があった.  

 
5. Causal Forest 
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これまでの分析は各メッセージにおける群全体の平均処置効果の推定であり, 個人による

介入効果の異質性を考慮できていない. 異質性が存在する場合, 同じメッセージを提示し

たとしても, ある個人にとっては大きな効果をもたらす一方で, 他の個人ではあまり効果

が見られない, あるいは逆効果が生じるといった状況を引き起こす可能性があるため, 個

人に焦点を当てた異質性の分析を行う. 個人による介入効果の違いを分析するため, 機械

学習を用いた因果推論の手法である Causal Forest を用いて分析を行う. この手法は実際

のメッセージ以外の別のメッセージを受け取った場合の介入効果を予測することができ, 

その人にとってどのメッセージが最も効果的なのかを判断し, 各個人の効果が最大となる

ようにメッセージを提示した場合の結果も推定することができる.  

また, 「年齢」は 1歳ごとの区切りから 10歳ごとの区切りに変更する等，変数はそれぞれ

5段階以下になるように修正した．以上の分析から，年齢などの個人属性基づいたターゲテ

ィングによって, たしかに介入効果は大きくなる. しかし, 最適なターゲティングをした際

の介入効果は約 19.8%ポイントであるのに対し, 【福島+多数派】を一律提示した場合の平

均的な介入効果は約19.0%ポイントと大きな差はない. また, 異質性の検定からも個人の属

性ごとに対する効果の異質性は存在するとは言えず, メッセージを一律提示した場合でも

十分な効果が見込まれる. ターゲティングに必要なデータを集め, 属性に応じて提示する

メッセージを変えるコストと, そこから得られるベネフィットを比較検討すると, 【福島+

多数派】を一律で提示することに有用性があると考えられる. その他の介入方法として, 効

果の大きかった【福島+多数派】と【日本産科婦人科学会】の２つを同時に提示することも

考えられる. しかし, ２つの情報を提示することで情報過多となり, かえって効果が小さく

なる可能性も否定できない. この点については, 今後の調査で慎重に判断すべきである.  

 
6. 結論 

本稿では, 藤井・萩原・竹内（2022）による環境省政策メッセージに関する研究における

個人間での介入効果の異質性について分析した. 分析結果から【国連委員会】で約 2.47%, 

【少数派】で約 26.3%, 【多数派】で約 0.24%の人に対して意図しない負の効果が生じてい

ることが分かった. これら３つのメッセージと異なり, 【日本産婦人科学会】や【福島＋多

数派】などではどのような個人に対しても「健康影響の起こる可能性は低い」という回答を

増加させる正の介入効果が見られた. 異質性については検定の結果, どのメッセージにお

いても介入効果に異質性が存在するとは言えなかった.  

また, 各個人にとって効果が最大となるメッセージを提示する最適なターゲティングを行

った場合の介入効果は約 19.8%ポイントであり, ターゲティングを行わず【福島＋多数派】
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を一律提示した場合の平均的な介入効果である約 19.0%ポイントから大きな上昇は見られ

なかった. ターゲティングコスト等も踏まえると, 最も効果が大きい【福島＋多数派】メッ

セージを一律で提示することが有効であると考えられる. 本研究の結果が, 2011 年の原発

事故のみでなく, 現在の処理水問題や今後起こる他の事故による風評払拭に対しても貢献

していくことが期待される.  
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